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Ⅰ 独立行政法人林木育種センターの概要

１ 業務内容

（１）目 的

独立行政法人林木育種センターは、林木の育種事業及びこれにより生産された種苗

の配布等を行うことにより、林木について優良な種苗の確保を図ることを目的とする。

（独立行政法人林木育種センター法第３条）

（２）業務の範囲

①林木の育種事業及びこれにより生産された種苗の配布を行うこと。

②前号の業務に関する調査及び研究、講習並びに指導を行うこと。

③前２号の業務に附帯する業務を行うこと。

（独立行政法人林木育種センター法第１１条）

２ 事務所の所在地

本 所

〒319-1301 茨城県日立市十王町伊師３８０９番地１

電 話 番 号 0294-39-7000（代表）

北海道育種場

〒069-0836 北海道江別市文京台緑町５６１番地１

電 話 番 号 011-386-5087(代表)

東北育種場

〒020-0173 岩手県岩手郡滝沢村字大崎９５番

電 話 番 号 019-688-4518（代表）

関西育種場

〒709-4335 岡山県勝田郡勝央町植月中１０４３番地

電 話 番 号 0868-38-5138（代表）

九州育種場

〒861-1102 熊本県合志市須屋２３２０番５

電 話 番 号 096-242-3151（代表）
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３ 資本金の状況

独立行政法人林木育種センターの資本金は、平成１８年度末で1,909,228千円となっ

ています。

資本金の内訳
（単位：千円）

平成１８年度期首 平成１８年度中の増減 平成１８年度末

政府出資金 1,909,228 0 1,909,228

４ 役員の状況

定数：４人（理事長１、理事１、監事２）

「センターに、役員として、その長である理事長及び監事二人を置く。センターに、

役員として、理事一人を置くことができる。」

（独立行政法人林木育種センター法第６条）

役員の氏名及び任期
（平成１９年３月３１日現在）

役 職 氏 名 任 期

理 事 長 田野岡 章 平成１７年４月１日
たのおかあきら

～平成２１年３月３１日

理 事 田所 雅之 平成１７年４月１日
たどころまさゆき

～平成１９年３月３１日

監 事 森 徳典 平成１７年４月１日
も り と く の り

(非常勤) ～平成１９年３月３１日

監 事 渡邊 恒 平成１７年４月１日
わたなべひさし

(非常勤) ～平成１９年３月３１日



- 3 -

５ 職員の状況

平成１８年度末（平成１９年３月３１日現在）の常勤職員数は、１４４．５人（再雇

用職員（週２０時間勤務で、１人当たり０．５人と換算）０．５人を含む。）となって

います。

６ 設立の根拠となる法律名

独立行政法人林木育種センター法（平成１１年法律第１８９号）

７ 主務大臣

農林水産大臣

８ 沿 革

昭和３２年 林野庁の施設等機関として、中央林木育種場、北海道林木育種場及び九

州林木育種場を設置。

昭和３３年 同じく東北林木育種場及び関西林木育種場を設置。

昭和３４年 中央林木育種場を関東林木育種場に改称。

昭和５３年 国有林野事業特別会計から一般会計へ一部移替。

平成 ３年 各林木育種場を再編整備し、北海道、東北、関西、九州の各育種場を内

部組織とする林木育種センターを設置。

平成 ５年 一般会計への移替を終了。

平成 ７年 林木育種センター本所を水戸市から十王町（現：日立市十王町）へ移転。

平成１３年 中央省庁等の改革に伴い、独立行政法人林木育種センターへ移行。

平成１８年 独立行政法人の中期目標期間終了時の事務・事業の見直しに伴い、非特

定独立行政法人となる。
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Ⅱ 業務の実施状況

中期目標を達成するため、中期計画及び平成１８年度計画に沿って、項目ごとに以下

の業務を実施しました。

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 業務の効率化

この項目では、運営費交付金を充当して行う事業について、中期目標の期間（平成

１８年度～２２年度。以下同じ。）中、人件費を除き、少なくとも前年度の一般管理

費の３％及び業務経費の１％の合計に相当する額を抑制するとともに、今後５年間に

おいて、人件費について５％以上の削減（退職金及び福利厚生費（法定福利費及び法

定外福利費）を除く。また、人事院勧告を踏まえた給与改訂部分を除く。）を行いま

す。また、増殖保存園については、事業の改善による効率化を図り、要員配置の見直

しを行います。

運営費交付金を充当して行う事業の人件費を除いた額については、経費の抑制となる

ように効率的な執行等に努めましたが、６８４，３１８千円となり、平成１７年度の決

算額に比べ４，０３７千円の増加となりました。

しかし、この経費の中には、平成１９年４月の独立行政法人森林総合研究所との統合

準備のために新法人へ承継する資産の鑑定評価等の経費１９，５８９千円が含まれてお

り、この統合準備経費を除いた額では、平成１８年度の実行額は６６４，７２９千円と

なりました。この金額は、平成１７年度決算額から業務経費１％及び一般管理費３％の

合計に相当する額を減じるとした目標額６７１，０７３千円を、６，３４４千円下回り

ました。

（単位：千円、％）

区 分 Ｈ１７決算額 Ｈ１８決算額 前年度比 備 考

運営費交付金を充当して行う事業

の人件費を除いた額 ６８０，２８１ ６８４，３１８ １００．６ ６７１，０７３

（業務経費及び一般管理費）

１７年度決算

このうち、統合準備経費を除 額から業務経

いた額 ６８０，２８１ ６６４，７２９ ９７．７ 費１％等を減

じた額

増殖保存園は、気候条件の相違や種苗の配布区域の制限等から、地域における林木育

種事業に対応するため、センター本所、東北及び関西育種場に合わせて４箇所設置して

いる施設です。
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平成１７年度に政策評価・独立行政法人評価委員会から出された「独立行政法人の主

要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性」等を踏まえ、増殖保存園ごとに業務内

容、応援体制等について検討を行い、関西育種場の山陰増殖保存園の常勤職員が駐在し

て業務を行う体制から、同育種場の職員が管理等を行うように改め、山陰増殖保存園管

理係を廃止しました。

２ 関係機関との連携

この項目では、業務の推進に当たって、新品種開発のための育種素材の収集、検定

林及び試験地の設定、林木遺伝資源の収集・保存並びに林木育種技術の開発について

国、都道府県、大学、民間企業等との連携を図ります。また、林野庁が主催する林木

育種推進地区協議会の運営に協力するとともに、林木遺伝資源連絡会の活動の促進を

図ります。

森林管理局、都道府県、市町村、大学、民間企業等との連携を図り、育種素材の収集、

検定林・試験地の設定、林木遺伝資源の収集・保存、林木育種技術の開発のための各種

調査や研究を進めました。

また、林野庁が主催し各育種基本区において開催される林木育種推進地区協議会につ

いては、構成員及び事務局として、都道府県の行政部門や試験研究機関、森林管理局と

連携し、協議会の運営に協力しました。

さらに、林木遺伝資源連絡会については、北海道、東北、関東、関西及び九州の各支

部で支部会を開催したほか、メールマガジン、会誌の発行等を行い、活動を促進すると

ともに、関西支部では、希少樹種の保全を推進するための地域ネットワークを立ち上げ

ました。

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

１ 林木の育種事業

（１）林木の新品種の開発

この項目では、花粉症対策に有効な花粉生産の少ないヒノキ及びスギの品種や地球

温暖化防止に資する二酸化炭素の吸収・固定能力の高いスギ及びトドマツの品種等の

開発を進め、中期目標の期間中に２５０品種を目標として新品種の開発を行います。

また、既開発の精英樹等第一世代品種よりも一段と優れた形質を持つ第二世代品種

を開発するための精英樹同士の人工交配、検定林の造成、特性評価等を進めます。

平成１８年度は、目標の概ね４５品種に対して、花粉の少ないヒノキ品種１６品種、
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花粉の少ないスギ品種９品種、アカマツのマツノザイセンチュウ抵抗性品種７品種、ク

ロマツのマツノザイセンチュウ抵抗性品種２３品種の計５５品種を新たに開発し、その

一部については、府県から既に原種の配布要望があり、その配布に向け増殖に着手する

など以下の業務を実施しました。

ア 花粉症対策に有効な品種の開発

関東育種基本区において、花粉の少ないヒノキ品種１６品種を開発し、関西及び九

州育種基本区において花粉の少ないヒノキ品種を開発するため、精英樹の雄花着花性

の調査を進めました。また、関西育種基本区において、花粉の少ないスギ品種９品種

を開発し、東北育種基本区において花粉の少ないスギ品種を開発するため、精英樹の

雄花着花性の調査を進めました。なお、今年度開発した花粉の少ないヒノキ品種１６

品種及び花粉の少ないスギ品種１品種については、それぞれ３県及び１県から既に原

種の配布要望があり、配布に向け増殖準備に着手しました。

また、東北、関西及び九州育種基本区のスギ精英樹の花粉について、主要アレルゲ

ンである Cry j 1及び Cry j 2の含有量の測定を進めました。

さらに、東北、関東及び関西育種基本区において、雄性不稔スギとスギ精英樹との

人工交配、人工交配種子の採取・育苗を進めました。

イ 地球温暖化防止に資する品種の開発

二酸化炭素の吸収・固定能力の高いスギ品種を開発するため、東北、関東、関西及

び九州育種基本区において、精英樹の成長及び容積密度データの収集・分析を行いま

した。

また、二酸化炭素の吸収・固定能力の高いトドマツ品種を開発するため、北海道育

種基本区において、精英樹のクローン及び実生家系の成長と容積密度データの収集・

分析を行いました。

ウ 国土保全、水源かん養及び自然環境保全の機能の向上に資する品種の開発

二次検定の結果に基づき、マツノザイセンチュウ抵抗性品種アカマツ７品種及びク

ロマツ２３品種を開発するとともに、抵抗性候補木の二次検定を進めました。なお、

今年度開発したマツノザイセンチュウ抵抗性品種のうち、アカマツ４品種及びクロマ

ツ３品種については、それぞれ１県及び３府県から原種の配布要望があり、配布に向

け増殖に着手しました。

また、スギカミキリ抵抗性品種や雪害抵抗性品種を開発するため、それぞれの抵抗

性候補木の検定を進めるとともに、スギ等の耐陰性品種を開発するため、新たな試験

地の設定の準備を進め、既設試験地の成長量等の調査を進めました。

さらに、ケヤキ等の優良形質候補木を用いたモデル採取林造成に向け、クローン増

殖や増殖済みの一部の材料による植栽等を実施しました。

エ 林産物供給機能の向上に資する品種の開発

材質の優れたスギ及び成長の優れたアカエゾマツの新品種を開発するため、検定林
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等において材質等の特性の調査・評価を進めました。

また、スギ、ヒノキ等の第二世代品種を開発するための人工交配、検定林の造成等

を進めるとともに、スギ実生検定林から第二世代精英樹候補木を、関東、関西及び九

州育種基本区においてそれぞれ４０個体、５４個体及び５０個体を選抜しました。

さらに、育林コストの削減に有効な品種を開発するため、東北、関東、関西及び九

州育種基本区において、スギ及びヒノキの精英樹の検定林等の調査データを用いて初

期成長等に関する分析・評価に着手しました。

（２）林木遺伝資源の収集・保存

この項目では、貴重な林木遺伝資源の滅失の防止や多様な育種ニーズに対応した新

品種の開発の推進を図るため、中期目標の期間中に、絶滅に瀕している樹種や育種素

材として利用価値の高い樹種等の林木遺伝資源について、概ね６，０００点を探索・

収集するとともに、増殖・保存、特性評価、情報管理及び配布を進めます。

ア 探索・収集

絶滅に瀕している種等２５５点、育種素材として利用価値の高いもの９９７点、そ

の他森林を構成する多様な樹種４３点の計１，２９５点を探索・収集しました。この

うち、２３点は、巨樹・巨木等の後継クローンを要請に応じて増殖して里帰りさせる

「林木遺伝子銀行１１０番」により受け入れた点数です。

イ 増殖・保存

成体として保存するために探索・収集した林木遺伝資源について、樹種特性等を踏

まえて、さし木増殖３１１点、つぎ木増殖２８２点、播種増殖３４点及び組織培養に

よる増殖１０点を進めました。

また、成体（苗木）４９７点を保存園へ植栽保存するとともに、種子や花粉５０９

点を貯蔵施設で集中保存しました。

ウ 特性評価

成体保存しているスギ、ヒノキ等の林木遺伝資源３，７６１点の成長、材質等の調

査及び種子や花粉４８０点の発芽率等の調査を進めました。また、林木遺伝資源特性

評価要領に基づき、センター本所に保存しているケヤキの紅葉色等、関西育種場に保

存しているケヤキのＤＮＡ遺伝子型及びアカマツ天然品種「霧上のマツ」の成長性等

について、計３１９点の特性評価を行い、特性表を作成しました。

エ 情報管理及び配布

保存した林木遺伝資源１，００６点の来歴情報をデータベースに登録し、配布目録

を更新するとともに、ケヤキ及びアカマツについて作成した特性表を、ホームページ

上で公開しました。また、事業・研究の成果を「林木遺伝資源情報」として刊行する

ことにより、情報提供に努めるとともに、国指定天然記念物の後継樹の保存状況を取
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りまとめ、ＣＤ－ＲＯＭにより公表しました。

林木遺伝資源の配布については、試験研究を目的とした配布要請に対して、２８件、

５４７点を配布しました。

２ 種苗の生産及び配布

この項目では、都道府県等における採種（穂）園の改良や整備、新品種の普及促進

及び適切な種苗の生産・配布に資するため、特性表の充実・配布、都道府県等への広

葉樹の育種素材についての情報提供を行うとともに、新品種等の展示林の整備を行い

ます。また、都道府県等からの要請に応じた新品種等の種苗（原種）の計画的な生産

・配布やアンケート調査を行います。

(１)「精英樹特性表」の充実に資するため、検定林及び育種素材保存園において、樹高、

胸高直径、幹曲がり等の調査を行うとともに、都道府県が行う検定林の調査データを

含め、順次、データ入力を行い、データベースに登録しました。

また、ケヤキ等の優良形質候補木等について、保存情報の整備を進めるとともに、

成長特性等の調査データの整理に着手しました。

さらに、新品種等の展示林については、整備する仕組みを検討し、素案を作成しま

した。

(２)採種（穂）園の造成等のために、２３道府県から３８３系統、３，９９１本の苗木

や穂木の配布要望があり、配布時期、内容とも総て要望どおりに生産し、配布しまし

た。この中には、採穂園造成用等として配布した雄性不稔スギ品種（無花粉スギ）

「爽春」（品種登録出願中。）及び花粉の少ないスギ品種の穂木及び苗木を含みます。

(３)平成１８年度に種苗を配布した２３道府県に対して、配布した種苗の品質や梱包の

状況、林木育種技術の講習・指導、情報提供等についてのアンケート調査を実施した

結果は、顧客満足度は５段階評価で平均４．７でした。

また、平成１７年度に実施したアンケート調査では、種苗の配布関係で、「根が若

干乾いていた」等の指摘があったことから、出荷時の梱包等、苗木の生産及び配布に

当たっての品質管理の徹底に努めました。講習・指導関係では、「配付資料がわかり

やすい」とあった一方、「実技時間が不足」との指摘があったことから、講習会等の

内容について実技のウェイトを増やしました。
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３ 調査及び研究

（１）新品種等の開発及び利用の推進に必要な技術の開発

この項目では、新品種の開発に必要な遺伝様式を解明するための調査・研究及び選

抜・検定手法、育種年限の短縮及び遺伝子組換えによる育種に必要な技術、新品種等

の利用の推進等に必要な技術開発するための調査・研究を進めます。

ア 花粉症対策に有効な品種の開発等に必要な技術の開発

スギ及びヒノキの雄花着花性の遺伝様式を解明するため、雄花着生量が少ないクロ

ーンと多いクローンとの間で人工交配したスギ２３家系及びヒノキ３０家系の雄花着

花性の調査を進めました。また、スギの主要アレルゲンである Cry j 1遺伝子の塩基

配列の分析結果によって、１３箇所の非同義置換を見出し、これを検出するＳＮＰマ

ーカーを作成し、スギ精英樹２６７クローンのアイソフォーム変異を解明しました。

この結果に基づいて、Cry j 1遺伝子にアイソフォーム変異があっても、これまでの評

価手法が適用できることを示しました。

また、優性不稔スギ品種「爽春」の組織培養による効率的な大量増殖技術を改良す

るため、炭酸ガス施用時に適した植物ホルモンの種類と濃度条件の検討を進めた結果、

植物ホルモン組成によって腋芽発生率、シュート伸長量等が異なることを明らかにす

るとともに、花粉の少ないスギ品種の継代培養を進め、シュートの増殖率などの検討

に着手しました。一方、発根誘導時の光質の影響を調査し、赤色光及び混合光（赤色

光８０％：青色光２０％）を光源とした場合、白色光より高い発根率となることを明

らかにしました。また、スギの雄性不稔遺伝子をヘテロで保有する個体を探索し、遺

伝子の相同性を確認するため、優性不稔クローンと精英樹クローンの間で人工交配を

実施するとともに、平成１７年度末に交配したＦ１種子を採取しました。また、「爽

春」と富山県の雄性不稔スギ品種「はるよこい」との遺伝子の相同性を確認するため、

それぞれと精英樹とを交配して作出したヘテロ家系の苗木を床替え・養苗し、雄花の

調査を行いました。

イ 地球温暖化防止に資する品種の開発に必要な技術の開発

ヒノキ等の二酸化炭素吸収・固定能力の評価・検定手法を開発するため、カラマツ

精英樹クローン及びヒノキ精英樹家系の材を供試材料として、木部炭素含有率の測定

に着手するとともに、ヒノキ等の検定林において、ピロディン陥入量及び容積密度の

測定に着手しました。

また、林分の二酸化炭素の吸収・固定量増加の予測手法の開発のため、林分成長量

の予測に供試する検定林データを検索して、成長の良否で選択したスギ精英樹８クロ

ーンを、植栽間隔が１.２ｍから２.４ｍまでの３段階に密度を変えて植栽・設定した

２６年生の検定林を選択し、サンプル木の樹高、胸高直径及びピロディン陥入量の測

定、詳細な成長量の解析に用いる供試材の成長錐による採取を行いました。
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ウ 国土保全、水源かん養及び自然環境保全の機能の向上に資する品種の開発に必要な

技術の開発

マツノザイセンチュウ抵抗性の第二世代品種の選抜・検定手法を開発するため、ク

ロマツ抵抗性品種の中から、抵抗性の評価が高く雌花着花量も多い４クローンを雌親、

クロマツ抵抗性品種１０クローンを雄親に選択して、人工交配を実施しました。

また、スギ雪害抵抗性の第二世代品種の選抜・検定手法を開発するため、人工交配

家系で造成した遺伝試験林及び自然受粉家系で造成した雪害抵抗性検定林のデータを

精度等によって評価し、利用できるデータの検索を行いました。

ケヤキについて、産地試験地等において、樹高、胸高直径、開葉フェノロジー等を

調査するとともに、貯蔵花粉の発芽、断幹木の萌芽枝数、萌芽枝の直径及び発生部位

についても調査を行いました。また、タブノキについて、モデル採種林の活着等を調

査するとともに、クローン試験地で、樹高と胸高直径等の調査を行いました。

ケヤキ及びブナのＤＮＡ変異の探索に必要な解析用試料として、優良形質候補木等

からＤＮＡを抽出し、これらの塩基配列の分析を行いＤＮＡ変異の探索に着手すると

ともに、ＳＮＰマーカー等の開発及び当該マーカーによるＤＮＡ変異の解析にも着手

しました。

ミズナラ天然林の世代別の遺伝的構造を解明するため、ミズナラ２林分について、

林況調査及び実用形質の調査（樹種、樹高、胸高直径、個体位置、母樹別の種子生産

性、幹曲がり、枝下高等）に着手するとともに試験地を設定しました。

エ 林産物供給機能の向上に資する品種の開発に必要な技術の開発

スギ、カラマツの次代検定林データを精度等によって評価・検索し、取捨選択した

上で、解析用のデータファイルを作成するとともに、ヤング率、心材含水率、容積密

度、繊維傾斜度等のデータについても整理し、解析用のデータファイルを作成しまし

た。また、ＢＬＰ法による精英樹の系統評価手法の検討を進めるとともに、ＢＬＵＰ

法についても分析手法の検討を進めました。一方、試験地等に植栽したスギ・ヒノキ

第二世代精英樹候補クローンの初期成長量等のクローン検定に着手しました。

スギについては、３０年次及び４０年次のクローン検定林において、ファコップ法、

横打撃法による測定に着手するとともに、４０年次のクローン検定林においては、測

定後、測定木を伐採し、根元から梢端に向け２ｍおきに供試材を採取しました。

また、トドマツについては、４０年次のトドマツクローンを対象にファコップ法に

よる測定に着手しました。

オ 育種年限の短縮や遺伝子組換えによる育種に必要な技術の開発

アカマツとクロマツのマツノザイセンチュウ抵抗性の検定のためのＤＮＡマーカー

の開発を行うため、抵抗性クロマツ品種間の交配家系３家系からＤＮＡを抽出し、Ｄ

ＮＡマーカーによる解析に備えました。また、複数家系の連鎖地図作成を効率的に行

うために、新たに開発した１０種類のＳＳＲマーカーを含む２５マーカーについて、

遺伝子型を決定しました。さらに、これまでに報告したＥＳＴについてＳＮＰ解析を

行い、供試家系においてマーカーとして利用ができると見込まれる２２座を見出しま
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した。

スギの花芽の形成に関与する遺伝子を単離するため、シロイヌナズナの花芽の形成

に関与している遺伝子として単離されているＭＡＤＳ-ｂｏｘ遺伝子と相似したＤＮ

Ａ配列を示す部分を含む遺伝子を探索し、よく似た配列を含む遺伝子の全長を単離す

ることに成功しました。一方、ＭＡＤＳ-ｂｏｘ遺伝子以外の花芽形成に関与する遺

伝子を探索・単離するため、雄花と頂芽のそれぞれで発現している遺伝子の違いをデ

ィファレンシャルディスプレイ法で評価し、雄花だけで発現し、頂芽では発現しない

遺伝子の同定を試みた結果、雄花で強く発現する遺伝子のＤＮＡ断片と考えられるバ

ンドを検出することに成功し、そのＤＮＡ断片を単離して増幅し、保存しました。

また、遺伝子組換え体の野外栽培試験については、木部のセルロース含有量を向上

させるために遺伝子を組換えたギンドロ２系統の野外栽培試験の実施に必要な「生物

多様性影響評価」を行うため、「生物多様性影響評価実施要領」に従ってギンドロに

対する除草剤施用試験、根系調査及び文献情報収集を行うとともに、これまでの調査

結果も加えて「生物多様性影響評価」を行い、農林水産大臣及び環境大臣に野外栽培

試験実施の承認申請を行った結果、「生物多様性影響評価検討会」での検討を経て、

農林水産大臣及び環境大臣の承認があり、隔離ほ場へ組換え体２系統、非組換え体１

系統、各５０本、計１５０本を植栽しました。

カ 新品種等の利用の推進等に必要な技術の開発

さし木苗の効率的な生産技術を開発するため、クロマツについて、採穂台木の主軸

等を剪定し、さし穂となる萌芽の発生を誘導した結果、７年生時で約２００本採穂で

きることが分かりました。なお、採穂台木の加齢がさし穂の発根に及ぼす効果を調査

しましたが、５年生時においても９０％以上の高い発根率を示すクローンがありまし

た。

また、ヒノキ採種園の交配実態を解明するため、茨城県の採種園の全植栽木につい

て、針葉からＤＮＡを抽出し、ＳＳＲマーカーによってクローンの遺伝子型の確定を

行うとともに、雌雄着花量、開花時期、球果着生量及び種子生産量についても調査を

行いました。

さらに、スギにおける育種区と種苗配布区域の検討に活用する検定林のデータを整

理・解析するため、同一府県内で複数の種苗配布区域が存在している箇所等を対象に、

検定林のデータを検索しました。

（２）林木遺伝資源の収集、分類・同定、保存及び特性評価に必要な技術の開発

この項目では、林木遺伝資源の収集、分類、保存及び特性評価に必要な技術を開発

するための調査・研究を進めます。

ア 収集、分類技術の開発

地理情報システム（ＧＩＳ）技術を用いた探索・収集技術を開発するため、自然環
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境保全基礎調査の分析データ、国土数値情報の気温、降水量、標高等のメッシュデー

タを用いて、スギ及びケヤキの分布情報及び分布地の地理情報のデータベース化に着

手するとともに、分布情報を基に、ケヤキ群落の分布図を作成しました。

また、スギ遺伝資源のＤＮＡマーカーによる分類技術を開発するため、粉砕器及び

大量サンプル用遠心分離器を導入し、抽出条件を検討した結果、一度に９６サンプル

からＤＮＡを抽出することができました。このように、多数のサンプルから効率的に

ＤＮＡを抽出し、分析することが可能となったことから、関東育種基本区のスギ遺伝

資源からＤＮＡを抽出、分析に着手しました。

イ 保存技術の開発

生息域内保存林におけるケヤキ等の保存対象樹種の遺伝的構造及び交配実態を解明

するため、ケヤキについては、調査対象として立木のサイズと本数が適切であった林

木遺伝資源保存林内に、アカマツについては、モニタリング調査データの蓄積がある

森林生物遺伝資源保存林内に、それぞれ調査地を設定して立木位置図を作成し、当年

生実生の発生状況の調査に着手しました。

また、絶滅の危機に瀕しているヤクタネゴヨウの効果的な生息域外保存技術を開発

するため、保存している個体毎に、雌花、雄花の着花量及び開花期間の調査を進めま

した。

さらに、スギ遺伝子保存林の再造林技術を開発するため、スギの採種源林分２林分

とその後継林分である遺伝子保存林４林分に調査地を設定し、林分の現況を調査する

とともに、ＤＮＡ分析用の針葉及び交配実体解明のための種子の採取に着手しました。

ウ 特性評価技術の開発

ケヤキの地理的変異を解明するため、九州育種基本区内の２箇所の林木遺伝資源保

存林に調査地を設定し、立木位置図の作成、樹高、胸高直径、幹の通直性等の測定を

行うとともに、分析用の冬芽を採取しました。また、分布が限られているトガサワラ

の遺伝変異を解明するため、高知県内の２箇所の林木遺伝資源保存林に調査地を設定

し、立木位置図の作成、樹高、胸高直径の測定を行うとともに、分析用の針葉の採取

に着手しました。

（３）海外協力のための林木育種技術の開発

この項目では、林木育種に関する海外技術協力のために必要な熱帯産等早成樹種の

育種技術の体系化、アカシア属の採種（穂）園の管理技術等の開発を行います。ま

た、海外における育種事情等の情報収集を行うとともに、技術協力の対象となり得る

林木遺伝資源について１００点を目標とした収集を行います。

ア 林木育種技術の体系化

アカシアマンギウムについて、第二世代育種を推進するため、インドネシア林業省
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と共同研究の実施計画の合意し、一部の地域の採取林の現地確認を行いました。また、

アカシア属の優良産地に関するデータを充実させるため、マレーシア国内に設置した

試験地の定期的な調査を行いました。さらに、パラセリアンセスファルカタリア（モ

ルッカネム）について、優良産地の選択及び個体選抜を目的として、インドネシア国

内の実生採種林において供試木の評価及びプラス木選抜を行うとともに、さらなる育

種材料入手のため、原産地のソロモン諸島林業局と打合せを行いました。

イ 品種開発のための基礎的な林木育種技術の開発

マレーシア及び西表熱帯林育種技術園内において、成長調整物質及び整枝・剪定に

よる鉢上げ個体等の樹型誘導試験に着手しました。また、同園内の人工交配実験ハウ

ス内のアカシアアウリカリホルミスを用いた他家受粉及び自家受粉に関して、交配を

行う時間帯を比較した試験を実施し、その結果、他家受粉では、午前中の交配の受粉

率が高いこと、また、自家受粉では、時間帯にかかわらず受粉率が低いことを確認し

ました。

ウ 長期的な展望に立った育種技術協力のための情報の収集等

中国南部におけるユーカリの育種事情を現地調査しました。また、マレーシアにお

ける造林政策の動向、アカシアハイブリッド開発の現状と品種登録制度の整備状況を

現地調査しました。さらに、ＩＵＦＲＯ（国際森林研究機関連合）会合、ＩＰＧＲＩ

（国際植物遺伝資源研究所）本部及びＦＡＯ（国連食糧農業機関）本部において意見

交換を行うとともに、トルコの森林・林業と林木育種の現状を現地調査しました。

西表熱帯林育種技術園において、オーストラリア及び中国から、海岸林復旧用及び

薪炭用樹種として、モクマオウの種子を２２点収集しました。また、ラオスから、育

種素材として、メルクシマツの種子を６点収集しました。

４ 成果の広報・普及の推進

この項目では、開発した新品種等の成果について、マスメディア等を通じた公表、

ホームページや技術情報誌等への掲載、パンフレットの作成・配布等により、都道府

県等への広報・普及活動に努めます。

開発した新品種、林木育種技術、林木遺伝資源の収集・保存、海外への技術協力等の

成果について、プレスリリース、３種類の技術情報誌、本所及び各育種場で発行する広

報誌、ホームページ等により、広報・普及に努めました。

これまでに開発した品種や花粉の少ないヒノキ品種について特集した広報誌を、関連

団体の協力を得て、新品種等の利用者である種苗生産者、森林所有者等へ配布しました。

また、関連団体の機関誌である「森林組合」及び「グリーン・エージ」への記事掲載を

行いました。
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５ 専門分野を活用した社会貢献

この項目では、新品種等の利用を促進するため、都道府県等に対し、林木育種技術

の指導を行うとともに、講習会を、中期目標の期間中に合計１００回を目標に開催し

ます。

また、海外研修員等の受け入れ及び専門家の派遣を行います。

さらに、行政機関等が行う委員会等に参画するとともに、関連学会の活動に協力し

ます。

（１）都道府県等に対する林木育種技術の講習及び指導

新品種等の利用が促進されるよう、各育種基本区ごとに開催される林木育種推進地

区協議会等において、採種園の整備方法等についての指導を５９回行うとともに、マ

ツノザイセンチュウ抵抗性育種方法等の育種技術に関する講習会を２８回開催すると

ともに、職員が現地に出向いて行う現地（巡回）指導を４２回、来所（場）者への指

導を４９回実施しました。

また、指導要請に、より効果的、効率的に対応するため、講習及び指導の業務に従

事する職員を対象に職場内研修等を実施し、資質の向上を図りました。

（２）海外の林木育種に関する技術指導

ＪＩＣＡ（国際協力機構）、ＩＴＴＯ（国際熱帯木材機関）を通じ、中国、ベトナ

ム、ミャンマー等海外２６カ国から７１人及び国内の海外派遣予定者等７人の研修員

を受け入れ、それぞれの目的に応じたプログラムにより技術指導を行いました。

また、ＪＩＣＡプロジェクトへチーフアドバイザーとして、長期専門家１名、短期

専門家６名を派遣し、技術指導を行いました。

加えて、インドネシア林業省と締結した協定に基づく実施計画に合意し、新たに、

ミャンマー森林局とＩＴＴＯプロジェクトを活用したチーク育種に関する協定を締結

し、それぞれ技術指導及び技術開発に資するネットワークの支援・構築を進めました。

（３）行政、学会等への協力

林木育種の専門家として、国、都道府県、民間団体等が行う委員会等１６５件に参

画しました。また、日本森林学会等の評議員、機関誌の編集委員等として、関連学会

の活動に協力しました。

第３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１ 外部資金の獲得

受託収入、競争的資金等については、外部からの業務委託等の要請に積極的に応じる

とともに、競争的資金等の公募に対して積極的に応募する等の収入増加に係る取り組み
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により、約５３，７０３千円（対前年度比：２３４％）となりました。

具体的には、受託収入については、林野庁から２件の他、九州大学からの再委託など

を含めて計５件（うち、新規課題３件）、４７，１６７千円（対前年度比：３７６％）

の収入を得ました。

また、競争的資金については、採択課題の増加を目標として、研究室レベルでの勉強

会や「競争的資金等拡大対策委員会」を開催して、前年度の不採択の原因分析を行うと

ともに、課題の掘り起こしや内容の練り上げを行い、平成１８年度は３１課題の応募を

行い７課題（平成１９年４月３０日現在）が採択されました。応募件数は平成１７年度

と同数ですが、採択課題は６課題増えて、採択率は２３％となりました。

なお、採択された課題の収入の大部分は、平成１９年度以降となります。
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２ 予 算 （単位：百万円）

区 別 予算額 決算額

収 入
運営費交付金 １，９０５ １，９０５
施設整備費補助金 ３３８ ３２８
受託収入 ４１ ４７
諸収入 １ １
寄附金収入 － １

計 ２，２８５ ２，２８１

支 出
人件費 １，２０９ １，２０４
業務経費 ５４２ ５８０
一般管理費 １５５ １０６
施設整備費 ３３８ ３２８
受託経費 ４１ ４７
寄附金経費 － １

計 ２，２８５ ２，２６４

（注）四捨五入の関係で計が一致しないところがある。

３ 収支計画 （単位：百万円）

区 別 計画額 実績額

費用の部 １，９３５ １，９３６

経常費用 １，９３５ １，９３６
人件費 １，２０９ １，２０４
業務経費 ５０２ ５６２
一般管理費 １５５ ９８
受託経費 ４１ ４１
寄附金経費 － １
減価償却費 ２８ ３０

財務費用 － －
臨時損失 － １

固定資産除却損 － ０
固定資産売却損 － １

収益の部 １，９３５ １，９５８

経常収益 １，９３５ １，９５８
運営費交付金収益 １，８６４ １，８８０
受託収入 ４１ ４７
諸収入 １ １
寄附金収入 － １
資産見返運営費交付金戻入 ２７ ２８
資産見返物品受贈額戻入 ０ ０

臨時利益 － －

純利益 ０ ２１
前中期目標期間繰越積立金取崩額 ０ １
当期総利益 ０ ２２

（注）四捨五入の関係で計が一致しないところがある。
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４ 資金計画 （単位：百万円）

区 別 計画額 実績額

資金支出 ２，２８５ ２，２６４
業務活動による支出 １，９０６ １，９０６
投資活動による支出 ３７９ ３５９
財務活動による支出 － －
翌年度への繰越金 － －

資金収入 ２，２８５ ２，２８１
業務活動による収入 １，９４７ １，９５４

運営費交付金による収入 １，９０５ １，９０５
受託収入 ４１ ４７
寄附金収入 － １
その他の収入 １ １

投資活動による収入 ３３８ ３２８
施設整備費補助金による収入 ３３８ ３２８
その他の収入 ０ ０

財務活動による収入 － －

第４ 短期借入金の限度額

平成１８年度は、短期借入金の借入を行いませんでした。

第５ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

１ 施設及び設備に関する計画

無花粉スギ等組織培養施設（センター本所）及び九州育種場研究実験等施設を整備し

ました。

（単位：百万円）

施設の内容 予定額 実行額 財 源

無花粉スギ等組織培養
施設 ２４９ ２４１ 施設整備費補助金

九州育種場研究実験等
施設 ８９ ８７ 施設整備費補助金

計 ３３８ ３２８
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２ 職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。）

職員の配置については、業務運営に沿った適切な配置に努めるとともに、業務研修、

技術研修等の集合研修等を行うことにより、所属係の枠を越えた業務に係る知識・技術

の習得を図りました。

また、増殖保存園の要員の見直しについては、これまでの業務内容を検証し、必要最

小限にするとともに、育種場に勤務する職員による実行体制に見直し、平成１８年度末

をもって関西育種場山陰増殖保存園管理係を廃止しました。

３．独立行政法人森林総合研究所との統合による事務及び事業の一体的実施

独立行政法人森林総合研究所との統合に向け、「新組織の設立準備のための検討チー

ム」を設置し、業務効率化のために管理部門の重複業務等のシナジー効果を発揮するた

めに試験研究分野での連携の可能性について検討し、森林総合研究所との間に設置した

「統合連絡会」において、管理部門の効率化を中心に統合後の業務運営方法全体につい

ての検討・調整を行いました。

このようにして、管理部門については、業務の一元化による効率化を図るため、当セ

ンターの監査室を廃止し、共通の会計、旅費及び給与支払いシステムを導入することと

しました。

また、試験研究分野については、統合によるシナジー効果の検討を行い、森林バイオ

研究分野で積極的に連携を図るため、森林バイオ研究センター（以下「バイオセンタ

ー」という。）を設置することとし、バイオセンターの運営方法、予算、管理体制等に

ついては、「森林バイオ研究センター協議会」を設けて検討を行いました。
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（参考）独立行政法人林木育種センターの組織図

理事長 監査室

企画総務部 企画調整課
理 事 総務課

会計課

監 事 育種部 育種第一課
(非常勤) 育種第二課

指導課

遺伝資源部 探索収集課
保存評価課
遺伝資源管理主幹

海外協力部 海外協力課
西表熱帯林育種技術園
海外育種研究主幹

北海道育種場 連絡調整課
育種課
遺伝資源管理課
育種技術専門役

東北育種場 連絡調整課
育種課
遺伝資源管理課
育種技術専門役

関西育種場 連絡調整課
育種課
遺伝資源管理課
育種技術専門役

九州育種場 連絡調整課
育種課
遺伝資源管理課
育種技術専門役
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